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Ⅰ．はじめに
我が国の医療機関における感染管理体制は、医療

法施行規則の改定や診療報酬の加算措置によって充
実が図られてきた 1）。しかし、感染防止対策加算 1と
感染防止対策加算 2 の取得施設は大規模病院と中規
模病院に偏り、感染症専門医は大規模病院、感染管
理認定看護師は大規模病院と中規模病院への所属が
みられ、小規模病院および有床診療所における感染
対策に関わる人的・経済的資源不足がみられていた 1）。

新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大を
経験し、それに対応できる効率的 ･ 効果的で質の高
い医療提供体制の構築が求められた。そこで、令和
4 年度（2022 年度）診療報酬改定では地域全体の
感染防止対策の強化を目指し、これまでの感染防止
対策加算を改組するとともに、新型コロナウイルス
感染症の拡大に伴う経過措置や特例措置について整
理・評価がなされた 2）。その結果、平成 24 年（2012
年）から施行されていた感染防止対策加算 1 と感染
防止対策加算 2 については、それぞれが感染対策向
上加算 1 と感染対策向上加算 2 に改組され、それら

に加えて感染対策向上加算 3 と診療所を対象とした
外来感染対策向上加算が新設された 2）。

この感染防止対策加算の改組から 1 年経った令和
5 年 4 月末現在、各都道府県の医療機関における各
種の感染対策推進加算の取得状況と、感染症専門医
ならびに感染管理認定看護師の登録状況についても
調査し、地域における感染管理体制の状況を明らか
にしたいと考えた。

Ⅱ．目的
本研究の目的は、令和 5 年 4 月末現在の感染対策

向上加算の医療機関における加算種別の取得状況と、
感染症専門医ならびに A 課程感染管理認定看護師・
B 課程感染管理特定認定看護師の登録状況を都道府
県別に調査し、地域における感染管理体制の状況を
明らかにすることである。

Ⅲ．方法
地方厚生（支）局から 2023 年 4 月末現在の各都

道府県の届出受理医療機関名簿をダウンロードし、
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感染対策向上加算 1 と感染対策向上加算 2、感染対
策向上加算 3、外来感染対策向上加算について、都
道府県別に取得医療機関数を算出した 3 ～ 10）。

感染症専門医は、2023 年 4 月末現在における日本
感染症学会の感染症専門医名簿から登録者を把握し
た 11）。また、A 課程感染管理認定看護師・B 課程感
染管理特定認定看護師については、日本看護協会の
認定看護師登録者一覧から 2023 年 4 月末現在の登
録者を把握した 12、13）。その後、都道府県別の各登
録者数を算出した。今回の調査では、登録者数の把
握が容易であり、全国的に人数が多いことから感染
管理認定看護師を対象に調査した。

なお、本研究で使用しているデータは、全てホー
ムページ上で公開しているものを使用し、倫理的配
慮として個人や所属医療機関等の名称を削除し、ID
番号を付して処理し、個人や医療機関が特定され
ないよう情報を保護した。研究に関連する利益相反

（COI）はない。

Ⅳ．結果
令和 5（2023）年 4 月末での感染対策向上加算の

届出受理医療機関は、加算 1 が 1,280 施設、加算 2
が 1,089 施設、加算 3 が 2,065 施設、外来加算 17,257
施設であった。

各都道府県別の感染対策向上加算の届出受理医療機
関は表1に示している。都道府県別に届出受理医療機
関の施設数をみると、東京都、大阪府、愛知県、神奈
川県、兵庫県、福岡県が多く、反対に少ない県は、鳥
取県、山梨県、高知県、沖縄県、青森県、富山県であった。
表 2には、都道府県別に感染対策向上加算の加算1の
医療機関1施設あたりの受持ち施設数（加算２、加算３、
外来加算の合計数を加算1医療機関数で除算し、小数
点以下を繰り上げ）と各都道府県の人口ならびに総病
院数・一般診療所数を示している14、15）。加算 1医療機
関１施設あたりの受持ち医療機関数が多いのは、群
馬県 26 施設、東京都・岡山県 25 施設、愛知県 24 施
設、埼玉県・静岡県・徳島県 22 施設、愛媛県 21 施設、
山形県・滋賀県 20 施設となっていた。反対に少ない
のは、沖縄県 5 施設、北海道 7 施設、青森県・富山
県 8 施設、千葉県 9 施設であった。

感染対策向上加算の加算 1 医療機関 1 施設あたり
の人口が多い都道府県は、埼玉県、東京都、山梨県、
岡山県、愛知県、神奈川県であった。総病院数が多
いのは、東京都、北海道、大阪府、福岡県、兵庫県、
埼玉県となり、一般診療所数が多いは、東京都、大

阪府、神奈川県、愛知県、兵庫県、福岡県であった。
図 1 には、令和 5 年 4 月末現在における都道府県

別の感染症専門医数と、A 課程感染管理認定看護師
数・B 課程感染管理特定認定看護師数を示している。
感染症専門医については、東京都 358 人、福岡県
141 人、神奈川県 110 人、愛知県 100 人、大阪府 87 人、
千葉県 70 人、長崎県 68 人、埼玉県 64 人、兵庫県
56 人となっていた。逆に登録者数が少ないのは、岩
手県・山梨県 2 人、鳥取県 5 人、山形県 7 人、茨城県・
群馬県・島根県 8 人であった。

A 課程感染管理認定看護師・B 課程感染管理特
定認定看護師について、従来の A 課程の登録者数
は 3,049 人、特定行為研修を含む B 課程の登録者数
は 263 人であった。A 課程感染管理認定看護師・B
課程感染管理特定認定看護師の合計の登録者数でみ
ると、東京都 321 人、神奈川県 206 人、北海道・大
阪府 202 人、福岡県 175 人、愛知県 147 人、兵庫県
118 人、千葉県 114 人、埼玉県 101 人であった。そ
の反対に少ないのは、高知県 19 人、鳥取県 20 人、
島根県 21 人、徳島県 22 人、山梨県 25 人、山形県・
奈良県 26 人、佐賀県 27 人となっていた。　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ⅴ．考察
令和 4 年度の診療報酬改定では、これまでの感染

防止対策加算による取組を踏まえつつ、個々の医療
機関等における感染防止対策の取組や地域の医療機
関等が連携して実施する感染症対策の取組を更に推
進する観点から、感染防止対策加算の名称を感染対
策向上加算に改めるとともに要件が見直され、新興
感染症の発生等を想定した訓練の実施等が要件に追
加された 16）。感染対策向上加算における加算 1 の
医療機関には、中規模医療機関が取得している加算
2 や小規模医療機関が取得しやすい加算 3、診療所
が取得する外来感染対策向上加算の各施設へ出向き、
感染症対策に関する助言を行うとともに自施設以外
の加算 1 の医療機関と連携し必要な体制整備と年 1
回程度の相互評価の実施 2）も求められている。加算
1 の感染制御チームには院内感染対策サーベイラン
ス（JANIS）や感染対策連携共通プラットフォーム

（J-SIPHE）への参画、新興感染症の発生時の対応
など、地域および全国的な感染対策の活動が求めら
れている 17）。加算 1 の医療機関の感染制御チームは、
地域全体の医療機関における感染制御活動を実践し
ており、各都道府県あたりの加算 1 の施設数と、そ
れ以外の医療機関の施設数を調査することで、その
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表表１１．．都都道道府府県県別別感感染染対対策策向向上上加加算算届届出出受受理理医医療療機機関関数数  （（22002233 年年 44 月月末末現現在在））  33--1100))  

  　　　　　　　　　　加加算算

都都道道府府県県

加加算算１１医医療療機機関関
((nn==11,,228800))

加加算算２２医医療療機機関関
((nn==11,,008899))

加加算算３３医医療療機機関関
((nn==22,,006655))

外外来来加加算算医医療療機機関関
  ((nn＝＝1177,,225577))

合合計計

北北海海道道 7711 8899 8877 228800 552277

青青森森県県 1133 99 1177 7711 111100

岩岩手手県県 1155 1111 3322 115599 221177

宮宮城城県県 2211 99 4400 223322 330022

秋秋田田県県 1166 66 1144 114433 117799

山山形形県県 99 1133 2211 114422 118855

福福島島県県 1199 1144 3333 222288 229944

茨茨城城県県 2255 2222 3388 228822 336677

栃栃木木県県 1177 1100 2288 228833 333388

群群馬馬県県 2211 2200 3388 447777 555566

埼埼玉玉県県 4411 5511 7799 773344 990055

千千葉葉県県 5522 3399 5544 333377 448822

東東京京都都 110055 7722 116633 22336677 22770077

神神奈奈川川県県 7766 6666 6600 11005555 11225577

新新潟潟県県 1199 77 5555 227744 335555

富富山山県県 1133 1100 2233 7700 111166

石石川川県県 1199 1133 2255 116666 222233

福福井井県県 1122 1144 1111 110055 114422

山山梨梨県県 66 2200 88 7700 110044

長長野野県県 3355 1188 3322 227766 336611

岐岐阜阜県県 2255 1111 2277 442299 449922

静静岡岡県県 3322 1111 5533 661188 771144

愛愛知知県県 5599 2299 110044 11227744 11446666

三三重重県県 2200 1100 2288 227755 333333

滋滋賀賀県県 1155 99 1199 225599 330022

京京都都府府 2277 3311 4422 333300 443300

大大阪阪府府 9955 9988 112277 11229966 11661166

兵兵庫庫県県 6655 5544 111122 889900 11112211

奈奈良良県県 1155 2211 1122 115500 119988

和和歌歌山山県県 1122 1100 2244 115555 220011

鳥鳥取取県県 88 99 99 7788 110044

島島根根県県 1122 99 77 112222 115500

岡岡山山県県 1144 2244 5500 226688 335566

広広島島県県 3300 2255 7722 445599 558866

山山口口県県 1199 1166 3300 118866 225511

徳徳島島県県 1100 55 3311 117788 222244

香香川川県県 1133 66 2233 118877 222299

愛愛媛媛県県 1188 1188 3355 331177 338888

高高知知県県 1100 1144 3322 4499 110055

福福岡岡県県 5544 3311 113355 880033 11002233

佐佐賀賀県県 1111 1122 1199 115555 119977

長長崎崎県県 1166 3300 2288 117766 225500

熊熊本本県県 2244 3366 3377 225500 334477

大大分分県県 1144 1122 4488 118855 225599

宮宮崎崎県県 1122 1155 1199 111199 116655

鹿鹿児児島島県県 2266 2211 6600 224433 335500

沖沖縄縄県県 1199 99 2244 5555 110077
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表表２２．．都都道道府府県県別別感感染染対対策策向向上上加加算算１１医医療療機機関関のの受受持持ちち施施設設数数とと人人口口・・病病院院数数・・診診療療所所数数  （（22002233 年年 44 月月末末現現在在））  33--1100))  、、1144、、1155))  

  
　　　　　　　　加加算算、、他他

都都道道府府県県
加加算算１１医医療療機機関関数数

加加算算２２・・加加算算３３・・外外
来来加加算算医医療療機機関関

のの合合計計

加加算算１１医医療療機機関関１１
施施設設ああたたりり受受持持ちち

施施設設数数

人人口口
((11000000人人))

加加算算１１医医療療機機関関１１
施施設設ああたたりりのの人人口口

((11000000人人))
総総病病院院数数 一一般般診診療療所所数数

北北海海道道 7711 445566 77 55,,114400 7722 553344 33,,442299

青青森森県県 1133 9977 88 11,,220044 9933 9900 886611

岩岩手手県県 1155 220022 1144 11,,118811 7799 9922 888800

宮宮城城県県 2211 228811 1144 22,,228800 110099 113355 11,,774433

秋秋田田県県 1166 116633 1111 993300 5588 6655 881122

山山形形県県 99 117766 2200 11,,004411 111166 6677 889911

福福島島県県 1199 227755 1155 11,,779900 9944 112233 11,,338899

茨茨城城県県 2255 334422 1144 22,,884400 111144 117733 11,,777766

栃栃木木県県 1177 332211 1199 11,,990099 111122 110088 11,,447799

群群馬馬県県 2211 553355 2266 11,,991133 9911 112277 11,,557722

埼埼玉玉県県 4411 886644 2222 77,,333377 117799 334422 44,,551188

千千葉葉県県 5522 443300 99 66,,226666 112211 229900 33,,994455

東東京京都都 110055 22,,660022 2255 1144,,003388 113344 663300 1144,,881166

神神奈奈川川県県 7766 11,,118811 1166 99,,223322 112211 333355 77,,009966

新新潟潟県県 1199 333366 1188 22,,115533 111133 111199 11,,667733

富富山山県県 1133 110033 88 11,,001177 7788 110055 775500

石石川川県県 1199 220044 1111 11,,111188 5599 9911 888822

福福井井県県 1122 113300 1111 775533 6633 6677 557744

山山梨梨県県 66 9988 1177 880022 113344 6600 775511

長長野野県県 3355 332266 1100 22,,002200 5588 112244 11,,660000

岐岐阜阜県県 2255 446677 1199 11,,994466 7788 9955 11,,661199

静静岡岡県県 3322 668822 2222 33,,558822 111122 117700 22,,774422

愛愛知知県県 5599 11,,440077 2244 77,,449955 112277 331177 55,,665511

三三重重県県 2200 331133 1166 11,,774422 8877 9933 11,,551188

滋滋賀賀県県 1155 228877 2200 11,,440099 9944 5588 11,,113388

京京都都府府 2277 440033 1155 22,,555500 9944 116600 22,,550000

大大阪阪府府 9955 11,,552211 1177 88,,778822 9922 550066 88,,886655

兵兵庫庫県県 6655 11,,005566 1177 55,,440022 8833 334466 55,,221133

奈奈良良県県 1155 118833 1133 11,,330066 8877 7755 11,,222222

和和歌歌山山県県 1122 118899 1166 990033 7755 8833 11,,002233

鳥鳥取取県県 88 9966 1122 554444 6688 4433 448833

島島根根県県 1122 113388 1122 665588 5555 4466 770022

岡岡山山県県 1144 334422 2255 11,,886622 113333 115599 11,,559988

広広島島県県 3300 555566 1199 22,,776600 9922 223311 22,,553333

山山口口県県 1199 223322 1133 11,,331133 6699 113399 11,,221199

徳徳島島県県 1100 221144 2222 770044 7700 110055 669933

香香川川県県 1133 221166 1177 993344 7722 8877 884433

愛愛媛媛県県 1188 337700 2211 11,,330066 7733 113344 11,,118877

高高知知県県 1100 9955 1100 667766 6688 111199 552244

福福岡岡県県 5544 996699 1188 55,,111166 9955 445533 44,,881177

佐佐賀賀県県 1111 118866 1177 880011 7733 9944 669955

長長崎崎県県 1166 223344 1155 11,,228833 8800 114466 11,,333322

熊熊本本県県 2244 332233 1144 11,,771188 7722 220022 11,,447788

大大分分県県 1144 224455 1188 11,,110077 7799 115511 995555

宮宮崎崎県県 1122 115533 1133 11,,005522 8888 113322 991188

鹿鹿児児島島県県 2266 332244 1133 11,,556633 6600 222299 11,,337788

沖沖縄縄県県 1199 8888 55 11,,446688 7777 8899 993300
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図図１１．．都都道道府府県県別別感感染染症症専専門門医医とと AA 課課程程感感染染管管理理認認定定看看護護師師・・BB 課課程程感感染染管管理理特特定定認認定定看看護護師師のの登登録録者者数数  
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地域の感染管理体制の様相の一部を確認することが
できると考えられた。

感染対策向上加算における加算 1 の医療機関 1 施
設あたりの受持ち医療機関が多いのは、群馬県、東
京都、岡山県、愛知県、埼玉県、静岡県、徳島県、
愛媛県、山形県、滋賀県となっており、これらの地
域は人口に対する総病院数が少なく、加算 1 の医療
機関 1 施設あたりの負荷が大きいと考えられた。一
方、徳島県、愛媛県の両県については、人口に対す
る加算 1 の医療機関数が多い反面、加算 2・加算 3・
外来加算の医療機関数も多く、加算１の医療機関の
負担が大きくなっていると考えられた。千葉県や神
奈川県は人口あたりの総病院数が比較的少なく、加
算 2・加算 3・外来加算を取得している医療機関数
も少ないため、加算 1 の負担が少なくなっていると
思われた。全体的にみると、西日本地域の方が人口
に対する病院数が充実しているようであった。

感染症専門医は、東京都、福岡県、神奈川県、愛
知県、大阪府など、都市部への集中がみられ、反対に、
岩手県、山梨県、鳥取県、山形県、茨城県、群馬県
など、地方で人員不足の現象がみられていた。A 課
程感染管理認定看護師・B 課程感染管理特定認定看
護師の登録者数についても、東京都、神奈川県、大
阪府、福岡県など、都市部での集中がみられていた。
しかし、北海道や千葉県などの一部の地方では A
課程感染管理認定看護師の登録数が多く、感染症専
門医の不足を感染管理認定看護師が補填していると
も考えられた。反対に、感染管理認定看護師が少な
い県は、高知県、鳥取県、島根県、徳島県、山梨県、
山形県であり、なかでも、鳥取県、島根県、山梨県、
山形県については感染症専門医数も少なく、感染制

御の専門家の人材不足が明らかとなった。
これまでの我々の調査結果 1）に 2023 年 4 月末現

在の結果を加え、感染症専門医と感染管理認定看護
師の登録人数の推移を、図 2 に示している。2023 年
における感染症専門医の登録数は 2014 年の約 1.5 倍
に増加し、A 課程感染管理認定看護師と B 課程感染
管理特定認定看護師の登録総数は、2014 年の約 1.8
倍に増加していた。B 課程感染管理特定認定看護師
は専門の教育機関で 2020 年から教育が開始された
特定行為研修制度を含む新しい認定制度である。こ
のため、B 課程感染管理特定認定看護師数について
は、2023 年 4 月末現在で 263 人の登録者数しか認め
られなかったと考えられた。

Ⅵ．まとめ
令和 4 年度の感染防止対策加算の改組から 1 年後、

地域における感染管理体制の状況を明らかにするた
め都道府県別の感染対策推進加算の取得状況と、感
染症専門医ならびに感染管理認定看護師の登録状況
を調査し、以下のことが示唆された。
１．�加算 1 の医療機関 1 施設あたりの受持ち医療機

関が多い地域は人口に対する総病院数が少な
く、加算 1 の医療機関 1 施設あたりの負荷が大
きかった。人口に対する加算 1 の医療機関数な
らびに加算 2・加算 3・外来加算の医療機関数
が多い地域は、加算１の医療機関の負担が大き
くなっていた。人口あたりの総病院数が少なく、
加算 2・加算 3・外来加算の医療機関数が少な
い地域は加算 1 の負担が少なくなっていた。

２．�感染症専門医の都市部への集中がみられる一方、
地方で人員不足がみられていた。感染管理認定
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看護師の登録者数についても都市部での集中が
みられたが、感染症専門医が少ない北海道や千
葉県では感染管理認定看護師が多く、専門医不
足を補填しているようであった。鳥取県、島根
県、山梨県、山形県については、感染症専門医・
感染管理認定看護師が少なく、感染制御の専門
家の人材不足が明らかとなった。

３．�2014年と比べ2023年は感染症専門医が約1.5倍、
感染管理認定看護師が約 1.8 倍に増加していた。
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